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はじめに 

 

 本学は、美術学部（美術科、デザイン科、工芸科、総合芸術学科）、音楽学部（音楽学

科）、美術学研究科（美術専攻、デザイン専攻、工芸専攻、芸術学専攻、保存修復専攻）、

及び音楽研究科（作曲・指揮専攻、器楽専攻、声楽専攻、音楽学専攻）の２学部５学科

及び２研究科９専攻の芸術大学である。このうち、当該学科あるいは当該専攻における

所定の教職課程の単位を修得することで、音楽学科においては、中学校第一種免許状（音

楽）及び高等学校第一種免許状（音楽）、美術科、デザイン科、工芸科、及び総合芸術

学科においては、中学校第一種免許状（美術）、高等学校第一種免許状（美術）、及び高

等学校第一種免許状（工芸）を取得することができる。また、作曲・指揮専攻、器楽専

攻、声楽専攻、及び音楽学専攻においては、中学校教諭専修免許状（音楽）及び高等学

校教諭専修免許状（音楽）、美術専攻、芸術学専攻、及び保存修復専攻においては、中

学校教諭専修免許状（美術）及び高等学校教諭専修免許状（美術）、工芸専攻において

は、中学校教諭専修免許状（工芸）及び高等学校教諭専修免許状（工芸）、デザイン専

攻においては、中学校教諭専修免許状（美術）、高等学校教諭専修免許状（美術）、及び

高等学校教諭専修免許状（工芸）をそれぞれ取得することができる。 

 大学の教職課程の質向上のためには、大学みずからが定期的に教職課程について点

検・評価を行い、その結果に基づいて改革・改善を図っていくことが強く求められる。

そのために、教育職員免許法施行規則が改正され、令和４年４月より、教職課程の自己

点検・評価の実施とその結果の公表が義務化されることとなった。 

 これを受けて、このたび、文部科学省の「教職課程の自己点検・評価及び全学的に教

職課程を実施する組織に関するガイドライン」（令和３年５月７日付け、教職課程の質

保証のためのガイドライン検討会議）に基づき、令和４年度段階から本学教職課程の自

己点検・評価を行い、本報告書を作成するに至った。それに際しては、教職課程検討委

員会で点検・評価項目を確認した上で、根拠となる資料やデータを収集するとともに、

点検・評価項目に関した調査を実施するなどし、それら結果に基づいて、教職課程検討

委員会で自己点検・評価報告書の原案を作成し、最終的に、全学的な審議機関である教

育研究審議会で承認を得る、という手順を踏んだ。最初の試みということで、試行錯誤

的なところはあるかと思われるが、ここに本報告書をもって、本学の教職課程の第 1回

目の自己点検・評価の結果の公表とするものである。 
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第１部 教職課程の現状 
 

１ 大学名 

京都市立芸術大学 

 

２ 学部・研究科名 

美術学部 

音楽学部 

大学院美術研究科 

大学院音楽研究科 

 

３ 所在地 

京都市下京区下之町５７―１ 

 

４ 教職課程認定学部学科・研究科専攻及び取得免許状 

【教職課程学部学科及び取得免許状】 

学部 学科 免許状の種類及び教科 

美術学部 

美術科 

中学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（工芸） 

デザイン科 

中学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（工芸） 

工芸科 

中学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（工芸） 
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総合芸術学科 

中学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（美術） 

高等学校教諭一種免許状（工芸） 

音楽学部 音楽学科 
中学校教諭一種免許状（音楽） 

高等学校教諭一種免許状（音楽） 

 

【教職課程認定研究科専攻及び取得免許状】 

研究科 専攻 免許状の種類及び教科 

美術研究科 

美術専攻 
中学校教諭専修免許状（美術） 

高等学校教諭専修免許状（美術） 

デザイン専攻 

中学校教諭専修免許状（美術） 

高等学校教諭専修免許状（美術） 

高等学校教諭専修免許状（工芸） 

工芸専攻 
中学校教諭専修免許状（工芸） 

高等学校教諭専修免許状（工芸） 

芸術学専攻 
中学校教諭専修免許状（美術） 

高等学校教諭専修免許状（美術） 

保存修復専攻 
中学校教諭専修免許状（美術） 

高等学校教諭専修免許状（美術） 

音楽研究科 作曲・指揮専攻 
中学校教諭専修免許状（音楽） 

高等学校教諭専修免許状（音楽） 

 器楽専攻 
中学校教諭専修免許状（音楽） 

高等学校教諭専修免許状（音楽） 
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 声楽専攻 
中学校教諭専修免許状（音楽） 

高等学校教諭専修免許状（音楽） 

 音楽学専攻 
中学校教諭専修免許状（音楽） 

高等学校教諭専修免許状（音楽） 

 

 

５ 学生数及び教職課程を担当する専任教員数（令和５年５月１日現在） 

【学生数（学部）】 

学部 学科 学生数 

美術学部 

美術科 ２９２名 

デザイン科 １２１名 

工芸科 １２４名 

総合芸術学科 ２０名 

音楽学部 音楽学科 ２６６名 

 

【教職課程を担当する専任教員数（学部）】 

学部 学科 教員数 

美術学部 

美術科 ２９名 

デザイン科 １１名 

工芸科 １５名 

総合芸術学科 ７名 

音楽学部 音楽学科 ２６名 

 

 

【学生数（大学院）】 

研究科 専攻 教員数 

美術研究科 

美術専攻 ７１名 

デザイン専攻 ２４名 

工芸専攻 ２７名 
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芸術学専攻 ７名 

保存修復専攻 ６名 

音楽研究科 

作曲・指揮専攻 １名 

器楽専攻 ３１名 

声楽専攻 １３名 

音楽学専攻 ５名 

 

【教職課程を担当する専任教員数（大学院）】 

研究科 専攻 教員数 

美術研究科 

美術専攻 ２７名 

デザイン専攻 ９名 

工芸専攻 １３名 

芸術学専攻 ９名 

保存修復専攻 ８名 

音楽研究科 

作曲・指揮専攻 ４名 

器楽専攻 １１名 

声楽専攻 ５名 

音楽学専攻 ４名 
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第２部 教職課程の自己点検・評価結果 

 

１ 教育理念・学修目標 

1-1 教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画の策定状況 

【現状説明】 

  本学の教職課程においては、大学学則に掲げる 「深く芸術に関する理論、技能及び

その応用を教授研究し、もって文化の向上に寄与すること」及び大学院学則に掲げる

「芸術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて文化の進展に寄与すること」

という根本理念の精神に従って、また、それを受けた学科のディプロマ・ポリシー（以

下「DP」という。）等を踏まえて、専攻実技をきわめた学生が、教職課程の学科目や

教育実習での学びを通して、教員として求められる資質・能力を身につけることによ

って、美術教育や音楽教育のみならず、芸術一般の普及・発展に貢献しうるようにな

ることを教員の養成の目標とし、それを達成するために適合した計画を設定している。 

【点検に基づく評価】 

具体的かつ明確な形で設定している。本学の教職課程は、美術教育や音楽教育のみ

ならず、芸術一般の普及・発展に貢献しうるようになることを目指した教員養成とい

う点で、芸術大学ならではの特色がある。 

 

1-2 教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画の策定プロセス

（学生や採用権者の意見の考慮、所在する都道府県・政令指定都市教育

委員会の策定する教員育成指標との関係性の考慮が行われているか等） 

【現状説明】 

教員養成の目標を達成するための計画の策定においては、教職課程を担う教員

個々にアンケートを実施し、それを独自に活用して学生の意見も考慮しながら、京

都府・京都市教育委員会の策定する 「教員等の資質の向上に関する指標」との整合

性を図っている。また、京都市教育委員会からの特別講師から指導を受けており、

教諭の採用権者の意見も参考にするようにしている。 

【点検に基づく評価】 

おおむね考慮している。本学の特色を生かしながら、京都府・京都市教育委員会

の策定する「教員等の資質の向上に関する指標」との整合性を図りつつ、今後、教

員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画の策定プロセスや計画自体を

さらに適切なものにしていくことが求められる。 
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1-3 教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画の見直しの状況 

【現状説明】 

電子媒体による教職履修カルテにおける７観点 （学校教育についての理解、子ど

もについての理解、他者との協力、コミュニケーション、教科・教育課程に関する

基礎知識・技能、教育実践、課題探究）とともに、社会情勢や教育環境の変化に常

に目を配りながら、学生一人一人が教職課程での学修を通じて得た自らの学びの成

果を把握し、必要な場合には教員養成の目標を達成するための計画を見直すことに

努めている。また、教員養成の目標を達成するための計画の見直しのために、教職

課程を担う教員個々に、学生向けアンケートを実施し、独自に活用している。 

【点検に基づく評価】 

   一定程度の見直しはなされているが、教職課程を担う教員個々のレベルに留まる

ため、一人一人の学生における学修成果の把握とその方法及び教員養成の目標を達

成するための計画の見直しについて、大学全体として取り組む必要がある。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・教職課程ガイドブック 

・京都府・京都市教育委員会策定「教員等の資質の向上に関する指標」 

・教職履修カルテ 

 

 

２ 授業科目・教育課程の編成実施 

【現状説明】  

複数の教職課程を有している本学では、大学全体として、学部または研究科で複

数の教職課程間での授業科目の共通開設を実施しているが、その実施にあたっては、

共通開設に責任を負う学科等における芸術大学の強み・特色を生かしている。また、

学科等のレベルでは、法令及び教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計

画と対応した授業科目の開設と役割分担を図っており、「教科及び教科の指導法に

関する科目」等の教職課程のある種の科目については、教職課程以外の科目との関

連性がある程度確保されている。なお、美術科・工芸科等を中心に、教職課程の授

業科目の実施に必要な施設・設備を整えている。   

個々の授業科目の到達目標は、法令、教員の養成の目標及び当該目標を達成する

ための計画、学習指導要領及び教職課程コアカリキュラムへの対応を図りつつ、そ

れらをシラバスに反映させている。具体的には、教員の養成の目標及び当該目標を

達成するための計画と授業科目との関係、授業科目の目的と到達目標、内容と方法、

計画、成績評価基準等に言及し （本学のシラバス項目でいえば、授業目標・到達目

標、授業概要、授業計画、評価方法・評価基準に該当する）、アクティブ・ラーニン
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グや ICT を活用した手法を導入し、「考える」「話す」「行動する」などの多様な学

びをもたらす工夫を行っている。作成したシラバスは、本学の教育の質保証・向上

のための事項を検討・改善するための全学教務委員会において確認している。 

「学科」及び 「専攻」における教育課程の充実・見直しの状況については、教職

課程を担う教員による学生向けアンケートを踏まえつつ、個々の授業科目の見直し

の状況と対応させながら、学生の学修成果に基づいた適切な見直しを行っている。

とりわけ教職実践演習においては、社会情勢や教育環境の変化に常に目を配りなが

ら、学生の学びの状況を踏まえ、必要に応じて外部講師を招いて、当該テーマの学

修を深めるとともに、教員養成の目標を達成するための計画の見直しのためのアン

ケートを日々実施し、独自に活用している。また、教育実習は、事前指導・事後指

導を含め、大学の主体的な関与の下で行っている。 

【点検に基づく評価】 

   授業科目・教育課程の編成状況は、本学の特色を踏まえつつ、おおむね適切にな

されている。「学科」及び「専攻」における教育課程の充実や見直しについては、

今後実施の授業改善のための学生向けアンケートを踏まえ、個々の授業科目の見直

しの状況と対応させながら、学生自らの学びの成果に基づいた適切な見直しを行っ

ていく必要がある。それとともに、特に教職課程における授業科目の実施に必要な

施設・設備の整備 （特に、オンライン授業を含む ICT （情報通信技術）環境、教職

課程の授業科目の実施に必要な模擬授業用の教室や関連する図書等について等）に

ついても、今後も引き続き充実を図っていく必要がある。また、教職課程科目とそ

れ以外の科目との関連性についても検討をしていく必要がある。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・教職課程ガイドブック 

  ・音楽学科 履修規程 

  ・美術学科・デザイン学科・工芸学科・総合芸術学科 履修規程 

  ・音楽研究科 履修規程 

  ・美術研究科 履修規程  

  ・教職履修カルテ 

  ・教育実習簿 

  ・シラバス 

 

 

３ 学修成果の把握・可視化 

【現状説明】 

   成績評価に関しては、全学的な基準を全学教務委員会にて策定し、それを公表し
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て、成績評価基準に基づく評語と授業科目ごとに定められている到達目標の達成水

準との関係等について明らかにしている。「学科」及び「専攻」においても、成績

評価に関する共通理解の構築として、同一名称の授業科目を複数の教員が分担して

開講している場合に成績評価の平準化を図ることができている。また、教員の養成

の目標である学修成果を明らかにするために、卒業時の教員免許状の取得状況や教

職への就職状況等を含めた情報を、教職課程を担う教員が個別に把握することによ

って設定している。それを受けて、教職実践演習に向けた履修カルテの作成に活用

している。 

授業科目レベルにおいては、各授業科目の到達目標に照らした上で、定量的また

は定性的に達成水準を明らかにし、点数・評語に反映することができており、公正

で透明な成績評価という観点から達成水準を測定する手法やその配点基準をあら

かじめ明確にしており、これらは、評価方法・評価基準としてシラバスに反映し、

本学の教育の質保証・向上のための事項を検討・改善するための全学教務委員会に

おいて確認している。 

【点検に基づく評価】 

   学修成果の把握・可視化は、おおむね適切になされている。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・シラバス 

  ・音楽学科 シラバスの作成について（全学教務委員会通知資料） 

  ・美術学科・デザイン学科・工芸学科・総合芸術学科 シラバスの作成について 

（全学教務委員会通知資料） 

  ・教職履修カルテ 

  

 

４ 教職員組織 

【現状説明】 

    「学科」及び 「専攻」において、教職課程認定基準（平成１３年７月１９日教員

養成部会決定）で定められた必要専任教員数は充足している。また、教員の業績等

については、担当授業科目に関して十分な研究業績を有する者を配置するようにし

おり、一部の授業科目では、学校現場等での実務経験を重視した教員配置をしてい

る。職員については、事務組織として教職課程を実施するために、教職課程研究室

に 1 名の職員及び教職に関する関連業務の一部兼担職員（以下、「教務課職員」と

いう。）を配置している。 

【点検に基づく評価】 

   教員の配置や業績、職員の配置について適切に行われている。ただ、全学的なＦ
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Ｄ・ＳＤの実施について、実施計画等を検討することが将来的な課題として残され

ている。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・大学ＨＰ教員紹介 

・大学ＨＰ教職課程研究室 

 

 

５ 情報公表 

【現状説明】 

   教育職員免許法施行規則第２２条の６に定められた情報公表については、教員の

養成の目標やその達成のための計画、教員の配置や業績、授業科目や年間の計画及

び教員免許の取得状況等に関して、令和６年度に実施された。また、教職課程の自

己点検・評価の情報公表については、今回において取り組みがなされている。 

【点検に基づく評価】 

  教職課程の情報公表にあたっては、今後より適切な体制を整えていくことが必要

である。また、教職課程の自己点検・評価については、今回の自己点検・評価を踏

まえて、より充実するものにしていくことが求められる。学生の就職状況の把握に

ついて、現状では任意の申し出のみによって把握されているが、大学が主体となっ

て就職状況の把握に努める必要がある。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・大学 HP 

 

 

６ 教職指導（学生の受け入れ・学生支援） 

【現状説明】 

   教職課程を担う教員及び教職課程研究室職員を中心に、履修指導や進路指導を実

施している。「学科」及び「専攻」においては、教職課程を履修する学生の確保に

向けた取り組みとして、年度当初には、教職課程を担う教員及び教職課程研究室職

員より、新入生オリエンテーション、学年別の教職課程にかかわるオリエンテーシ

ョンを実施し、教職課程に関する情報を積極的に提供し、教員の養成の目標に照ら

して学生を受け入れるようにしている。また、学生に対する履修指導については、

個々の学生の教職に対する意欲を踏まえつつ、学修意欲を喚起するような履修指導

を行うことができるよう、教職履修カルテを活用しながら教職課程を担う教員及び

教職課程研究室職員並びに教務課職員間で情報を共有している。同様に、教職課程
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研究室における掲示板を活用したり、教職課程を担う教員による配信を行ったりす

ることで学生に対する進路指導を行っている。 

【点検に基づく評価】 

教職指導については、教職員間において教職を希望する学生の情報を共有し適切

な情報を提供するなど、おおむね適切になされている。今後、全学的な教職課程に

かかわる組織体制の整備がなされた上で引き続き改善を検討していく必要がある。 

 

〇根拠となる資料やデータ等 

・Google Classroom教職課程履修者全体 

・教職課程ガイドブック 

・教職履修カルテ 

・教職課程研究室掲示板 

 

 

７ 関係機関等との連携 

【現状説明】 

   教育委員会や各学校法人との連携・交流等については、京都府 ・京都市を中心と

した教育委員会や京都地区大学教職課程研究連絡協議会の加盟校である、京都外国

語大学、京都女子大学、京都文教大学、同志社大学、花園大学、及び京都工芸繊維

大学等の近隣の学校法人と適切に連携・交流を図り、その結果を地域の教育課題や

教員育成指標を踏まえた教育課程や学生指導の充実につなげていくようにしてい

る。 

教育実習や介護等体験を実施する学校とは、実習のスムーズな実施のために、学

生のニーズにも対応しながら、適切に連携・協力を図っている。また、学校体験活

動や学習指導員としての活動等の学校現場での体験活動を行う機会は、教育委員会

の担当者との情報共有に基づき、教職課程研究室から提供した上で、個々の教員か

らも、教職課程を履修している学生に向けて情報を発信している （例えば、京都教

師塾説明会等）。 

学外の多様な人材の活用については、学外の諸機関等から実務経験のある教員を

ゲストスピーカーとして招き、教職課程での指導、とりわけ教育実習や介護等体験

での指導等の充実のために活用している。 

【点検に基づく評価】 

関係機関等との連携は、適切になされている。今後も、教育委員会との連携を強

化し、近隣学校法人と情報を共有し、外部の多様な人材を活用して、本学の教職課

程の充実を図ることが望まれる。 
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〇根拠となる資料やデータ等 

・教職ガイドブック 

・京都地区大学教職課程研究連絡協議会アンケート等 

・教職課程研究室掲示板 


